コーディネーターとの意見交換

· 事業名：みえハートフェスタ２００３

· コーディネーター氏名：川戸　由起　（市民ガーデンティルス）

· 記入年月日　２００４．３．３１

1． 協働のプロセス

　この事業の協働のスタートは、三重県が健康福祉をテーマとしたイベントを開催するにあたり、企画・実施を行う組織として、実行委員会の立ち上げを呼びかけたということになると思います。

　その中心として、実行委員会の調整の役割を担ったのが「みえ福祉ネットワーク」で、ここが事務局として独立し、準備がなされていったということです。

　第１回の会議において、プロデュースを「ゼロ」に依頼することが承認されたことから、実際に意見や提案をまとめるのはプロデューサーの仕事となり、実行委員会はイベント全体のあり方や構成について意思決定をしていく場となって、うまく役割を分担する体制は整いました。

　プロデューサーは、途中で部会の設置を行うなど、健康福祉というテーマを第3者的に少し離れた場所から捕らえ、臨機応変に又、公平に議事を進めていこうとした様子が伺えます。

　しかしながら、会議を重ねるうちに、この「ゼロ」を実行委員会の下請ではなく、実行委員会組織の一員として扱っていった部分があったように思います。そこで、行政・NPO・企業の協働が成り立ったかに感じられたことで、それぞれの役割分担が不明瞭になり、結果的に、設営費・音響費、さらにプロデュース料という事務局経費を大きく上回る決算を招いたと思います。

２・成果の把握

　イベントとしての成果は、出展団体、協賛企業、入場者、それぞれが概ね満足されているようですので、NPO側が目標として掲げている「地域住民と様々な団体が出会い交流を広げる」という目標は達成されたと思います。しかし、これは、前回のイベントで既にノウハウが出来ていて、その輪が広がったということであるので、特に新しい展開ではなかったと思われます。

　それよりも重要視しなければいけないのは、今回もう一つ、行政・NPO双方が挙げている「交流から協働を創出する」という目標についての分析であると思われますが、この目標を達成するために、どのような工夫がなされ、どのような成果があったか、または、今後どのような展開が期待されるかという部分が、不明確であるような印象を受けました。

　このあたりは、実行委員会が反省会開催と同時に解散されており、成果の把握が不充分なまま時間切れで終わってしまったような気がします。

３．課題・改善

　今回のふりかえり会議で、「協働」という観点から、行政・NPOから出された課題としては、大きく次の二点であったかと思います。これらのことが、双方の成果の把握に微妙な誤差を生じさせているようです。

1 役割分担

2 企画の修正、予算案の変更などへの対応

1 役割分担については、それぞれの専門性が発揮できたかというところが、「協働」がうまくいったかどうかのまず一つの目安になると思います。

NPO側は、健康福祉という分野からの専門的な視点で、実行委員会に参加したそれぞれの団体の意思を事業に反映することが出来たと思われますが、行政側は、県の予算を使って達成したい方向性を、どのように事業に盛り込むかというところで、専門性を発揮できなかったように思われます。県からの資料「平成15年度三重県健康福祉部行政概要」を見ると、行政には、地域社会の中での福祉活動を、ボランティアを含めた住民参加型に結び付けていきたいという明確な目的があり、今回の事業の中に、その目的に具体的にアプローチするような仕掛けを、もう少し明確に出したいという思いがあったと思われます。これは、それぞれの仕事の仕方や性格の違いがあって、お互いの視線が向いている方向を把握できなかったということだと思いますが、そういう部分に気づき、補い合って、より良い施策を作っていくために「協働」があるのですから、この課題において、ノウハウを築いていくのは、大変に重要な事です。

　

2 の企画の修正、予算案の変更などへの対応についても、役割分担の不明瞭さが、誰がどこで　　　ストップをかけるか、という判断を鈍らせてしまった訳で、ここにも行政の主体性が陰を潜める結果となっています。この課題は、事業を執行する主体のもっとも重要な仕事の一つであり、その部分でチェックが効かず、補正予算を組む結果を招いたのは、行政に問題があるのか、NPO側に問題があるのか、それとも、他に要因があるのか、そのあたりの分析がさらに求められると思います。

最後に、今後の改善策としては、

· 「協働」は、行政と請負業者・コンサルタント等の契約関係とは大きく異なります。契約内容を決めて仕事をやらせるのではなく、双方が、対等の立場で、役割分担を決めながら進めていくものです。ですから、突っ込んだ意見本音が建設的に出され、当事者同士が遠慮なく議論を尽くせるような、議事の場を作っていくことが大切です。事業を行っていく際には、「第3者」的に全体の意見調整の役割を行う立場の人間を立ち合せるのも、ひとつの改善策と思います。

その場合、利害関係のない中立の立場の人が努める、ということは言うまでもありません。

· 「協働」で事業を進める時によく起こるのが、NPO側がどんどん提案を出していって、行政側は、それは出来る、出来ないと受け答えをするだけの一方方向の議論です。NPO側は、こちらの知恵が求められていると考え、一生懸命案を出しますが、すれ違ってしまうことも多いようです。これは、行政の仕組みや言葉をNPO側が理解できない、又は、正確につかめていないまま議論をしているということが原因としてあると思います。逆に言えば、行政側が、その事業に対する行政の基本姿勢を、きちんと伝えられていないということです。行政の持つ専門性を、行政の人達自身が意識していないということでもあると思います。本当の意味で、市民の、市民らしい知恵や思いを「協働」に活かしていくために、行政側は、まず、行政に求められる成果や、評価の実態、行政の事業を進めていく手法などの情報をNPO側に提供し、その上で、どこをどう改善していくか、どのように力を合わせて進めていきたいのか、ということを伝える努力をしなければいけないと思います。

